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1.  平成25年2月期の連結業績（平成24年3月1日～平成25年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年2月期 270,744 △7.1 3,497 9.8 2,701 17.6 2,570 ―
24年2月期 291,502 △1.4 3,185 3.0 2,296 △0.6 △13,266 ―

（注）包括利益 25年2月期 3,057百万円 （―％） 24年2月期 △12,860百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年2月期 6.37 ― 9.8 1.9 1.3
24年2月期 △41.74 ― △71.6 1.5 1.1

（参考） 持分法投資損益 25年2月期  82百万円 24年2月期  213百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年2月期 136,952 27,738 20.2 68.49
24年2月期 142,373 24,676 17.3 60.98

（参考） 自己資本   25年2月期  27,652百万円 24年2月期  24,620百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年2月期 2,973 △2,560 △938 2,914
24年2月期 8,386 447 △11,188 3,440

2.  配当の状況 

（注）１．平成25年2月期の期末配当については、本日（平成25年4月10日）公表いたしました「平成25年2月期配当予想の修正（無配）に関するお知らせ」をご参 
      照ください。 
   ２．平成26年2月期の期末配当予想は未定としております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
25年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
26年2月期(予想) ― 0.00 ― ― ― ―

3. 平成26年2月期の連結業績予想（平成25年3月1日～平成26年2月28日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 136,000 2.7 800 △18.7 400 △29.2 400 △45.7 0.99
通期 290,000 7.1 4,600 31.5 3,400 25.9 1,900 △26.1 4.71



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご参照ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年2月期 404,379,406 株 24年2月期 404,379,406 株
② 期末自己株式数 25年2月期 605,877 株 24年2月期 601,936 株
③ 期中平均株式数 25年2月期 403,774,495 株 24年2月期 317,876,275 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成25年2月期の個別業績（平成24年3月1日～平成25年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年2月期 249,885 △7.2 3,013 15.2 2,038 41.9 2,198 ―
24年2月期 269,338 △2.3 2,615 3.1 1,436 △5.7 △13,904 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年2月期 5.44 ―
24年2月期 △43.74 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年2月期 128,458 26,301 20.5 65.14
24年2月期 134,943 23,713 17.6 58.73

（参考） 自己資本 25年2月期  26,301百万円 24年2月期  23,713百万円

2. 平成26年2月期の個別業績予想（平成25年3月1日～平成26年2月28日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表に対する監査手
続は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
 業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料2ページ「経営成績に関する分析」をご参照ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 125,000 2.8 300 189.0 300 △26.4 0.74
通期 268,000 7.2 3,200 57.0 1,700 △22.7 4.21
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（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度のわが国経済は、東日本大震災の復興需要等を背景に緩やかな景気回復過程を辿りましたが、欧

州債務問題などによる世界経済の減速を受け設備投資や輸出が低迷し、期の後半に株価の上昇が見られましたもの

の、本格的な回復には至りませんでした。百貨店業界におきましては、平成24年３月の売上高は前年に東日本大震

災の影響を受けた反動により大幅な増加となりましたが、その後は一進一退を繰り返し、当社の重要な事業拠点で

ある大阪地区におきましては、ここ数年来続いた同業他社の出店・増床が完了し、競合はさらに厳しさを増しまし

た。 

このような状況の下、当社グループでは、いよいよ平成25年夏に一部先行オープンする新・阿倍野店「あべのハ

ルカス近鉄本店」の事業計画の総仕上げに全力を傾注するとともに、既存各事業の収益力向上に懸命の努力を払い

ました。  

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

＜百貨店業＞ 

百貨店業におきましては、都心大型店である阿倍野店は、あべのハルカス近鉄本店のオープンに向け、新規取引

先等との出店交渉を鋭意推し進めるとともに、ストアコンセプトである「モノ・コト・ヒトとの出会いが暮らしを

彩る『街のような場』」を実現すべく、ソフト面・ハード面の仕組みづくりに格段の努力を払いました。また、お

もてなしの心でお客様をお迎えするため、「目指そう好感度NO.1活動」を実施し、接遇のさらなる向上を図ってお

ります。地域中核店につきましては、四日市店、奈良店等で人気ファッションを導入するための改装を実施したほ

か、上本町店で高級化粧品売場を拡大する改装を行うなど、引き続き地域のお客様に支持される売場づくりに努め

ました。当社事業の第二の柱と位置づける専門店ビル事業につきましては、平成26年春の超高層複合ビル「あべの

ハルカス」のグランドオープンに照準を合わせたＨｏｏｐの大規模改装に着手し、人気セレクトショップの導入、

レストランフロアの刷新など、ａｎｄを含めた阿倍野地区３館体制の強化を図りました。また、四日市店に隣接す

るスターアイランドでは開業以来の全館改装を実施し、広域から集客力のある大型専門店を導入いたしておりま

す。 

販売促進の面につきましては、近鉄グループ一体となったお客様の囲い込みを図るため平成23年11月に導入いた

しましたグループ共通ポイントカード「ＫＩＰＳクレジットカード」の会員募集に努め、カード利用のお客様を大

幅に増加いたしました。また、平成25年１月にはクレジット機能のない、どなたでもご利用できる「ＫＩＰＳポイ

ントカード」を導入し、沿線のお客様の利便向上及び固定化をさらに推し進めました。 

これらの諸施策を鋭意実施いたしましたが、平成24年２月末をもって枚方店を閉鎖し、桔梗が丘店の事業規模を

大幅に縮小したこともあり、売上高は249,758百万円（前期比7.2％減）となりました。しかしながら、前期に実施

いたしました構造改革により経営効率を高めた結果、営業利益は2,831百万円（同16.5％増）となりました。   

  

＜卸・小売業＞ 

卸・小売業におきましては、株式会社シュテルン近鉄は主力の輸入新車の販売台数が増加したことにより増収と

なりましたが、株式会社ジャパンフーズクリエイトが鮮魚卸の競争激化の影響を受け減収となり、株式会社ビッグ

ウィルが株式譲渡により連結対象から外れたこともあって、売上高は9,491百万円（前期比2.4％減）、営業利益は

135百万円（同36.4％減）となりました。 

  

＜その他事業＞ 

その他事業におきましては、近畿配送サービス株式会社の配送取扱高減少に加え、株式会社アランシアが株式譲

渡により連結対象から外れたことなどにより、売上高は11,495百万円（前期比8.5％減）、営業利益は288百万円

（同7.7％減）となりました。 

  

以上の結果、当連結会計年度の売上高は270,744百万円（前期比7.1％減）となりましたが、前期の構造改革の成

果もあり、営業利益は3,497百万円（同9.8％増）、経常利益は2,701百万円（同17.6％増）となりました。これ

に、固定資産売却益などの特別利益229百万円と関係会社整理損失引当金繰入額などの特別損失398百万円並びに法

人税等を加減した当期純利益は2,570百万円（前年同期は13,266百万円の当期純損失）となりました。 

当社個別の業績につきましては、前述のグループの業績と同様の理由により、売上高は249,885百万円（前期比

7.2％減）となりましたものの、営業利益は3,013百万円（同15.2％増）、経常利益は2,038百万円（同41.9％

増）、当期純利益は2,198百万円（前年同期は13,904百万円の当期純損失）となりました。    

  

１．経営成績・財政状態に関する分析



（次期の見通し）  

今後の見通しにつきましては、政府・日銀一体となった経済・金融政策により、昨年の年末以降株価が上昇する

など景気の回復が期待されておりますが、海外経済の下振れ懸念や電気料金等の値上げなどもあり、先行きはなお

不透明な状況が続くと予想されます。このような中、当社グループは平成23年に策定いたしました「新・中期経営

計画」の目標達成のための諸施策を着実に実行し、業績の向上に努めてまいります。 

主力の百貨店業におきましては、大阪の新しいランドマークとなる超高層複合ビル「あべのハルカス」の核テナ

ントとして、平成25年夏、あべのハルカス近鉄本店タワー館を先行オープンいたします。その後、隣接する現阿倍

野店建物あべのハルカス近鉄本店ウイング館の改装工事に着手し、平成26年春、先行オープンしているタワー館と

合わせあべのハルカス近鉄本店として全館グランドオープンいたします。 

地域中核店におきましては、奈良店では婦人服・婦人洋品売場の再編集と大型専門店の新規導入を主眼とする全

館改装を行い、四日市店では書籍売場を地階に移設し回遊性を高めるとともに、婦人服売場等に新規ブランドを導

入する改装を実施するなど、各店の収益力強化に努めてまいります。また、専門店ビル事業につきましては、Ｈｏ

ｏｐの大規模改装を継続し、２階から６階までにファッション性の高い衣料品・雑貨の店舗を導入するほか、名古

屋駅前の近鉄パッセでは２階から７階までの改装を行い、旬のパワーブランドを導入して、ヤングに特化したファ

ッションビルとしての魅力を向上いたします。 

このほか、エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社と共同開発いたしました新しいＰＯＳシステム、商品仕

入システム及び利益管理システムを全店に導入し、きめ細かな商品管理によって商品力のさらなる強化を図るとと

もに、売場単位・部門単位の利益管理の精度を高めてまいります。加えて外商部門では、お買上状況に応じた接客

サービス及び優遇策を強化して、顧客のロイヤリティ向上と外商活動の効率化を図ります。 

当社グループ会社の事業につきましては、あべのハルカス近鉄本店の開業により、ミディ総合管理株式会社が警

備・清掃・設備管理業務を、株式会社Ｋサポートが人材派遣業務を、近畿配送サービス株式会社が館内物流業務等

をそれぞれ追加受託して、収益を拡大してまいります。 

このような事業活動の推進により、平成26年２月期の見通しといたしましては、連結売上高は290,000百万円

（前期比7.1％増）、営業利益4,600百万円（同31.5％増）、経常利益3,400百万円（同25.9％増）、当期純利益

1,900百万円（同26.1％減）を見込んでおります。 

なお、定例的な会計処理として、商品券等につきましては、時効処理済分の回収見込額を商品券等引換損失引当

金繰入額として営業外費用に、未請求分の時効整理額を未請求債務整理益として営業外収益にそれぞれ計上を見込

んでおります。   

  

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産は、受取手形及び売掛金、商品及び製品の減少や、有形固定資産の減価償却な

どにより、前期末に比し5,421百万円減少し136,952百万円となりました。負債は、早期退職者に対する特別退職金

の支払いなどによる未払金の減少や、借入金の返済などにより前期末に比し8,483百万円減少し109,214百万円とな

りました。純資産は、当期純利益の計上などにより、前期末に比し3,062百万円増加し27,738百万円となりまし

た。この結果、自己資本比率は20.2％となり、１株当たり純資産は68円49銭となりました。 

なお、平成24年５月24日開催の当社第118期定時株主総会において以下の議案が承認可決され、平成24年７月１

日にその効力が発生しています。 

  

（A)資本金を10,752百万円減少し、15,000百万円とすること 

（B)資本準備金を7,766百万円減少し、5,000百万円とするとともに、利益準備金653百万円の全額を減少すること 

（C)上記（A)及び（B)により増加したその他資本剰余金のうち15,875百万円及び繰越利益剰余金653百万円と固定

資産圧縮積立金929百万円の取り崩しにより、平成24年２月末現在の繰越利益剰余金の欠損17,458百万円を填

補すること  

  

②キャッシュ・フローの状況 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、早期退職者に対する特別退職金や確定拠出年金制度への移行に伴う

拠出金など、前連結会計年度に計上した経営構造改革費用の支払いによる減少がありましたが、税金等調整前当期

純利益の計上や減価償却による増加が上回り、2,973百万円の収入（前年同期は8,386百万円の収入）となりまし

た。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、主にあべのハルカス近鉄本店に係る設備投資により2,560百万円の

支出（前年同期は447百万円の収入）となりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、主に借入金の返済により938百万円の支出（前年同期は11,188百万

円の支出）となりました。 

以上の結果、当期末の現金及び現金同等物は、前期末に比し525百万円減少し2,914百万円となりました。 

  



（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対借入金比率：借入金／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

※ 各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主に対する利益還元を経営上の最重要政策として位置づけており、将来の事業展開に備えた財務体

質の強化を図るとともに、業績や経済情勢などを総合的に勘案し、安定的な配当を目指していきたいと考えてお

ります。 

しかしながら、当期の配当については、本日公表の「平成25年２月期配当予想の修正（無配）に関するお知ら

せ」に記載のとおり、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。 

当社といたしましては、上記の方針の下、可能な限り早期に株主の皆様に復配できるよう努めてまいります

が、次期の配当につきましては未定としております。 

  

  平成21年２月期平成22年２月期平成23年２月期平成24年２月期 平成25年２月期

自己資本比率（％）  11.7  6.2  7.7  17.3  20.2

時価ベースの自己資本比率 

（％） 
 29.0  24.3  28.4  51.3  83.7

キャッシュ・フロー対 

借入金比率（年） 
 57.4  14.8  781.3  4.2  11.5

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ（倍） 
 0.9  4.7  0.1  10.1  6.0



当社の企業集団は、当社、子会社９社、関連会社２社で構成され、百貨店業を核として、卸・小売業などの事業活動

を展開しております。 

当社の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

  

  

（注）１．㈱ビッグウィルは平成24年３月29日に所有株式の大部分を売却したため、連結の範囲から除外しております。

２．㈱アランシアは平成24年７月17日に全所有株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。 

３．㈱ジャパン土地建物管理は平成24年８月20日付で清算結了したため、連結の範囲から除外しております。 

４．当社の非連結子会社であった丸物不動産㈱は、平成24年８月20日付で清算結了したため、企業集団から除外し

ております。 

５．㈱ジャパン・シーフーズは、平成24年３月１日付で商号を㈱ジャパンフーズクリエイトに変更しております。

同じく㈱シュテルン箕面は、平成24年４月１日付で商号を㈱シュテルン近鉄に変更しております。 

６．㈱近鉄松下百貨店は、平成25年４月下旬に解散し、同年７月下旬に清算結了の予定であります。 

  

  

２．企業集団の状況



（１）会社の経営の基本方針 

近鉄百貨店グループは、 

１．創造と革新の姿勢をもって、積極果敢に目標と取り組む 

２．顧客第一の精神に徹し、まごころと感謝の念をもって奉仕する 

３．よりよき生活の提案者を目指し、魅力ある店づくりに努める 

４．相互信頼を基盤として、取引先との共存共栄をはかる 

５．理解と協調にもとづく人間関係を樹立し、働きがいのある職場環境をつくる 

ことを経営方針としております。そして、お客様の生活のさまざまな場面で、より素敵な暮らしづくりを応援

し、幅広い品揃えときめ細かなサービスの提供を通じて、すべてのステークホルダーの皆様の期待に応えるとと

もに、地域の発展に貢献する企業であり続けることを目指しております。 

  

（２）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

当社の主たる事業分野である百貨店業界においては、市場が縮小する中、業種業態を越えた競争が激化してお

り、厳しい経営環境が続いております。 

当社では、このような状況に対応するため、平成23年９月に以下の６つの事項を戦略骨子とする「新・中期経営

計画」を策定し、近鉄沿線を中心に百貨店業態と専門店業態の双方を開発、運営する事業者として、地域のお客様

に支持される企業を目指しております。 

  

①あべのハルカス近鉄本店への経営資源集中 

当社は大阪第３のターミナルである阿倍野・天王寺地区が有するポテンシャルを最大限に引き出し、キタ及び

ミナミ地区との競合に打ち勝つべく、平成25年夏に一部先行オープンを予定しているあべのハルカス近鉄本店へ

の経営資源集中を進めております。増加する周辺の都市生活者に対応する「地域密着」の視点と、ターミナル立

地の超高層複合ビル「あべのハルカス」のランドマーク性を活かした「広域集客」の視点から、従来型の百貨店

運営手法から脱却した、より魅力ある商業施設づくりに取り組みます。具体的には多様な商品の編集を得意とす

る百貨店業態と特定の商品を専門的に揃えられる専門店業態の特徴を活かした業態融合による店づくりを進めま

す。また、当社が周辺で運営するＨｏｏｐ及びａｎｄとの一体運営を通じて、より一層の来場者の利便向上を図

るとともに、この地区の「街」としての魅力の向上に努めてまいります。 

  

②百貨店業態の収益力向上 

売場・商品に係る情報基盤の整備を加速し、売場運営業務の効率化とお客様に支持される戦略的な売場変革を

推進することで経営基盤の強化を図ります。加えて、売場単位での損益管理のレベルアップを図り、店舗収益力

の向上に努めてまいります。 

  

③郊外店における抜本的な収支改善策の推進 

将来的に収支改善が見込めない郊外店については、構造改革を加速させるという方針のもと、平成24年２月末

をもって枚方店を閉鎖し、桔梗が丘店の事業規模を大幅に縮小いたしました。その他の郊外店についても、専門

店業態の導入による運営効率の改善を図るなど、抜本的な収支改善策を進めてまいります。 

  

④専門店ビル事業の収益拡大 

専門店ビル事業を百貨店業態に次ぐ第二の柱として位置づけ、商業開発本部を中心に強化を図ります。従来の

運営管理業務、リーシング業務に加え工事施行管理業務、施設管理業務までを一体的に行うプロパティ・マネジ

メント事業にも専門的に取り組むことで収益拡大を図りながら、現有商業施設の運営管理で得られるノウハウに

より、将来的には新規商業施設の開発・運営も視野に入れ、業容拡大を目指してまいります。 

  

３．経営方針



⑤グループ事業戦略 

近鉄グループ各社及びグループ内の他の小売業態との連携や「ＫＩＰＳカード」による近鉄グループ共通ポイ

ントサービスの実施によりグループ流通事業の更なる経営基盤の強化を図ってまいります。 

また、当社グループ子会社については、保有合理性を見極め、不採算又はノンコアと認識される事業について

は、整理と合理化を進めてまいります。一方、リスク管理の徹底、グループ内の内部統制機能の整備・強化につ

いても継続して取り組み、より透明性の高い企業運営体制を構築してまいります。 

  

⑥経費構造改革による事業運営効率の向上 

グループ全体での事業運営効率の向上のために、当連結会計年度も、集配送費、業務委託費等諸経費の徹底し

た削減に取り組みました。今後も厳しい経営環境が続き、業種を越えた競争激化も予想される中で、百貨店とし

て生き残るために、店舗及び後方部門の一層の効率化を目指し構造改革に引き続き取り組んでまいります。 

  

（３）目標とする経営指標 

上記の基本方針に則り、「新・中期経営計画」の最終年度である平成26年度の連結経営目標数値は以下のとおり

です。 

①連結営業利益 億円 

②連結経常利益 億円 

③連結当期純利益 億円 

④連結ＲＯＡ（営業利益ベース） ％以上 

⑤当社単体営業利益率 ％以上 

⑥連結有利子負債（期末残高） 億円以下 

  

85

85

45

5.5

2.5

350



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

当連結会計年度 
(平成25年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,440 2,914

受取手形及び売掛金 10,396 9,292

商品及び製品 13,231 11,674

仕掛品 121 471

原材料及び貯蔵品 87 52

繰延税金資産 2,005 2,361

その他 4,167 4,148

貸倒引当金 △191 △27

流動資産合計 33,259 30,886

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 114,738 112,741

減価償却累計額 △66,212 △68,044

建物及び構築物（純額） 48,526 44,697

機械装置及び運搬具 936 903

減価償却累計額 △649 △664

機械装置及び運搬具（純額） 287 238

工具、器具及び備品 11,859 10,774

減価償却累計額 △9,470 △8,991

工具、器具及び備品（純額） 2,388 1,782

土地 32,045 31,523

建設仮勘定 1,534 3,385

有形固定資産合計 84,781 81,628

無形固定資産 1,272 1,631

投資その他の資産   

投資有価証券 6,654 7,011

長期貸付金 293 222

敷金及び保証金 11,200 10,332

前払年金費用 1,070 1,382

繰延税金資産 3,088 3,025

その他 1,711 1,462

貸倒引当金 △959 △629

投資その他の資産合計 23,059 22,806

固定資産合計 109,114 106,066

資産合計 142,373 136,952



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

当連結会計年度 
(平成25年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 22,021 20,302

短期借入金 23,317 25,743

未払法人税等 321 227

商品券 11,700 10,646

預り金 27,036 27,553

商品券等引換損失引当金 3,968 4,327

建物等除却損失引当金 － 1,275

賞与引当金 145 153

関係会社整理損失引当金 － 140

その他 10,720 5,885

流動負債合計 99,231 96,256

固定負債   

長期借入金 11,944 8,395

退職給付引当金 331 335

建物等除却損失引当金 1,181 －

関係会社整理損失引当金 36 －

資産除去債務 216 220

その他 4,755 4,005

固定負債合計 18,465 12,957

負債合計 117,697 109,214

純資産の部   

株主資本   

資本金 25,752 15,000

資本剰余金 14,220 9,097

利益剰余金 △14,877 3,573

自己株式 △80 △81

株主資本合計 25,014 27,589

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △393 62

その他の包括利益累計額合計 △393 62

少数株主持分 55 86

純資産合計 24,676 27,738

負債純資産合計 142,373 136,952



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

売上高 291,502 270,744

売上原価 223,802 207,407

売上総利益 67,700 63,336

販売費及び一般管理費 64,514 59,839

営業利益 3,185 3,497

営業外収益   

受取利息 7 6

受取配当金 70 70

持分法による投資利益 213 82

未請求債務整理益 1,348 1,485

施設賃貸料 94 108

その他 681 380

営業外収益合計 2,415 2,133

営業外費用   

支払利息 750 445

商品券等引換損失引当金繰入額 1,618 1,718

固定資産除却損 266 274

その他 670 491

営業外費用合計 3,305 2,930

経常利益 2,296 2,701

特別利益   

固定資産売却益 － 182

投資有価証券売却益 － 47

特別利益合計 － 229

特別損失   

関係会社整理損失引当金繰入額 － 140

建物等除却損失引当金繰入額 1,181 95

立退補償金 － 71

投資有価証券売却損 － 55

固定資産売却損 － 31

関係会社株式売却損 － 5

経営構造改革費用 14,966 －

投資有価証券評価損 818 －

特別損失合計 16,965 398

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△14,669 2,532

法人税、住民税及び事業税 224 223

法人税等調整額 △1,666 △293

法人税等合計 △1,441 △69

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△13,227 2,601

少数株主利益 39 30

当期純利益又は当期純損失（△） △13,266 2,570



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△13,227 2,601

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 369 455

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 0

その他の包括利益合計 367 456

包括利益 △12,860 3,057

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △12,899 3,027

少数株主に係る包括利益 39 30



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 13,252 25,752

当期変動額   

新株の発行 12,499 －

減資 － △10,752

当期変動額合計 12,499 △10,752

当期末残高 25,752 15,000

資本剰余金   

当期首残高 1,720 14,220

当期変動額   

新株の発行 12,499 －

減資 － 10,752

欠損填補 － △15,875

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 12,499 △5,122

当期末残高 14,220 9,097

利益剰余金   

当期首残高 △1,706 △14,877

当期変動額   

欠損填補 － 15,875

当期純利益又は当期純損失（△） △13,266 2,570

連結範囲の変動 － 5

連結子会社の新規連結に伴う剰余金増加額 12 －

連結子会社の会社分割に伴う剰余金増加額 82 －

当期変動額合計 △13,171 18,451

当期末残高 △14,877 3,573

自己株式   

当期首残高 △79 △80

当期変動額   

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 － 0

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自
己株式の増減

1 －

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △80 △81

株主資本合計   

当期首残高 13,187 25,014

当期変動額   

新株の発行 24,999 －

当期純利益又は当期純損失（△） △13,266 2,570

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 － 0

連結範囲の変動 － 5

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自
己株式の増減

1 －

連結子会社の新規連結に伴う剰余金増加額 12 －

連結子会社の会社分割に伴う剰余金増加額 82 －

当期変動額合計 11,827 2,575

当期末残高 25,014 27,589



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △760 △393

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 367 456

当期変動額合計 367 456

当期末残高 △393 62

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △760 △393

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 367 456

当期変動額合計 367 456

当期末残高 △393 62

少数株主持分   

当期首残高 129 55

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △74 30

当期変動額合計 △74 30

当期末残高 55 86

純資産合計   

当期首残高 12,556 24,676

当期変動額   

新株の発行 24,999 －

当期純利益又は当期純損失（△） △13,266 2,570

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 － 0

連結範囲の変動 － 5

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己
株式の増減

1 －

連結子会社の新規連結に伴う剰余金増加額 12 －

連結子会社の会社分割に伴う剰余金増加額 82 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 293 486

当期変動額合計 12,120 3,062

当期末残高 24,676 27,738



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△14,669 2,532

減価償却費 7,011 6,681

貸倒引当金の増減額（△は減少） △64 △45

商品券等引換損失引当金の増減額（△は減少） 289 359

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） － 103

建物等除却損失引当金の増減額（△は減少） 1,181 94

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,021 32

賞与引当金の増減額（△は減少） △4 9

前払年金費用の増減額（△は増加） △1,070 △311

受取利息及び受取配当金 △78 △77

支払利息 750 445

持分法による投資損益（△は益） △213 △82

固定資産売却損益（△は益） － △150

固定資産除却損 266 274

投資有価証券売却損益（△は益） △20 8

投資有価証券評価損益（△は益） 818 －

関係会社株式売却損益（△は益） － 5

立退補償金 － 71

経営構造改革費用 14,966 －

売上債権の増減額（△は増加） 315 978

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,187 306

仕入債務の増減額（△は減少） 37 △1,538

その他の流動資産の増減額（△は増加） 227 △74

その他の流動負債の増減額（△は減少） △984 △2,053

その他の固定負債の増減額（△は減少） 1,837 11

その他 △190 122

小計 9,569 7,700

利息及び配当金の受取額 78 77

利息の支払額 △829 △497

確定拠出年金移行に伴う未払金の支払額 － △2,727

経営構造改革費用の支払額 △196 △131

特別退職金の支払額 － △1,171

法人税等の支払額 △235 △276

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,386 2,973



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 81 －

有形固定資産の取得による支出 △884 △4,029

有形固定資産の売却による収入 129 747

無形固定資産の取得による支出 △105 △816

投資有価証券の取得による支出 △54 △5

投資有価証券の売却による収入 25 220

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

－ 91

短期貸付けによる支出 △29,981 △51,685

短期貸付金の回収による収入 29,801 52,175

長期貸付金の回収による収入 70 81

敷金及び保証金の差入による支出 △5 △23

敷金及び保証金の回収による収入 1,606 590

預り保証金の返還による支出 △158 △107

預り保証金の受入による収入 62 195

その他 △138 3

投資活動によるキャッシュ・フロー 447 △2,560

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △23,342 166

長期借入れによる収入 400 6,216

長期借入金の返済による支出 △13,200 △7,265

株式の発行による収入 24,999 －

自己株式の取得による支出 △3 △1

自己株式の処分による収入 － 0

その他 △42 △55

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,188 △938

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,354 △525

現金及び現金同等物の期首残高 5,757 3,440

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

36 －

現金及び現金同等物の期末残高 3,440 2,914



該当事項はありません。 

  

  

１．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数及び連結子会社の名称 

連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

㈱近鉄友の会、㈱シュテルン近鉄、㈱ジャパンフーズクリエイト、㈱近創、近畿配送サービス㈱、 

㈱くらし科学研究所、ミディ総合管理㈱、㈱Ｋサポート 

（連結範囲の異動状況） 

除外 ３社 

㈱ビッグウィルは平成24年３月29日に所有株式の大部分を売却したため、期首より連結の範囲から

除外しております。 

㈱アランシアは平成24年７月17日に全所有株式を売却したため、連結の範囲から除外しております

が、連結決算上のみなし売却日（平成24年５月31日）までの損益計算書を連結しております。 

㈱ジャパン土地建物管理は平成24年８月20日付で清算結了したため、連結の範囲から除外しており

ますが、同日までの損益計算書を連結しております。 

  

（2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

日本パーキングサービス㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等からみて、連結の範囲から除いても連結財務諸表に重

要な影響を与えないためであります。 

なお、丸物不動産㈱は平成24年８月20日付で清算結了しております。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数並びに会社等の名称 

持分法を適用した非連結子会社の数 ０社 

持分法を適用した関連会社の数   ２社 

会社等の名称 

㈱近鉄松下百貨店、㈱近商ストア 

  

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等 

会社等の名称 

（非連結子会社） 

日本パーキングサービス㈱ 

持分法を適用しない理由 

当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法適用の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を

与えないためであります。 

なお、丸物不動産㈱は平成24年８月20日付で清算結了しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は㈱シュテルン近鉄（12月31日）を除き、連結決算日と一致しており、同社について

は決算日現在の財務諸表を使用して連結決算を行っております。ただし、連結決算日との間に生じた同社と

の重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項



４．会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

  

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  

（3）重要な引当金の計上基準 

①有価証券   

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

その他有価証券   

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

②たな卸資産   

商品及び製品 主として売価還元法による原価法 

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

貯蔵品 主として移動平均法による原価法 

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

①有形固定資産（リース資産を除く。） 主として定額法 

②無形固定資産（リース資産を除く。） 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。 

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

①貸倒引当金 売上債権、貸付金などの貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

②賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結

会計年度対応分を計上しております。 

③商品券等引換損失引当金 一定期間経過後に収益に計上した未引換の商品券等につい

て、将来の引換時に発生する損失に備えるため、過去の実

績に基づく将来の引換見込額を計上しております。 



  

（4）重要なヘッジ会計の方法 

  

  

④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認められる額を計上して

おります。なお、当連結会計年度末については年金資産見

込額が、退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異等

を加減した額を超過しているため、超過額を前払年金費用

として計上しております。また、一部の連結子会社におい

ては退職給付引当金を計上しております。 

会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として13

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。なお、当社の自社

年金制度に係るものについては、発生年度において一括で

費用処理しております。 

過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による定額法により、発生年度から

費用処理しております。 

⑤建物等除却損失引当金 阿倍野店既存本館の改修等に係る撤去工事に要する費用の

見込額を計上しております。 

（会計上の見積りの変更） 

当連結会計年度において一部工事内容の見直し等を行った

ため、見積りを変更いたしました。このため「建物等除却

損失引当金繰入額」 百万円を特別損失に計上し、税金等

調整前当期純利益が同額減少しております。 
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⑥関係会社整理損失引当金 子会社及び関連会社の清算に伴う損失に備えるため、当該

損失見込額を計上しております。 

①ヘッジ会計の方法 為替予約については、振当処理の要件を満たしているので

振当処理に、金利スワップについては、特例処理の要件を

満たしているので特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象   

（ヘッジ手段） 為替予約、金利スワップ 

（ヘッジ対象） 外貨建予定取引、借入金の利息 

③ヘッジ方針 為替変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的

としてヘッジ取引を利用しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 為替予約については、外国通貨による決済見込額に対し、

通貨種別、金額、履行時期等の重要な条件が同一である為

替予約を行っているため、また、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たす金利スワップを行っているた

め、いずれも有効性の評価は省略しております。 

（5）連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現

金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

（6）消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。 



「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」等の適用 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

  

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

担保に対応する債務は、次のとおりであります。 

  

２．供託資産 

以下の資産を、割賦販売法に基づいて供託しております。 

  

３．保証債務 

連結会社以外の会社の商品券の発行残高に対する保証債務 

  

１．固定資産売却益 

当連結会計年度（自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日） 

旧桔梗が丘店の資産売却などに伴うものであります。 

  

２．関係会社整理損失引当金繰入額 

当連結会計年度（自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日） 

当社の持分法適用関連会社である㈱近鉄松下百貨店は、平成25年４月下旬に解散し、同年７月下旬に清

算結了の予定であります。これに伴う清算損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。 

  

（７）追加情報

（８）連結財務諸表に関する注記事項

 （連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年２月29日） 
当連結会計年度 

（平成25年２月28日） 

受取手形及び売掛金 百万円 － 百万円 1,300

商品及び製品 百万円 283 百万円 366

建物及び構築物 百万円 120 百万円 118

土地 百万円 228 百万円 228

計 百万円 632 百万円 2,012

  
前連結会計年度 

（平成24年２月29日） 
当連結会計年度 

（平成25年２月28日） 

短期借入金 百万円 592 百万円 1,614

  
前連結会計年度 

（平成24年２月29日） 
当連結会計年度 

（平成25年２月28日） 

投資有価証券 百万円 1,930 百万円 1,957

敷金及び保証金 百万円 1 百万円 1

投資その他の資産（その他） 百万円 232 百万円 232

計 百万円 2,163 百万円 2,190

  
  

前連結会計年度 
（平成24年２月29日） 

当連結会計年度 
（平成25年２月28日） 

  ㈱近鉄松下百貨店 百万円 323 ㈱近鉄松下百貨店 百万円 231

 （連結損益計算書関係）



３．経営構造改革費用の計上 

前連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

当社グループは早期に収益力を向上させるため、不採算店舗の閉鎖等の経営構造改革を実施し、これに

伴う減損損失等を経営構造改革費用として計上しております。その主な内訳は次のとおりであります。 

（注）１．減損損失の内容は次のとおりであります。 

店舗等につきましては、管理会計上の区分を基礎とし、主として店舗あるいは賃貸不動産をキ

ャッシュ・フローを生み出す独立した最小単位としてグルーピングしております。 

桃山店については資産評価の見直しに伴い市場価格が著しく下落したため、桔梗が丘店は事業

規模縮小のため、枚方店及び和歌山近鉄会館は店舗閉鎖、美原工場及び寝屋川配達所については

使用用途の変更によりそれぞれ使用範囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変化

が生じたため、減損損失を認識し、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額しておりま

す。 

これらの内訳は土地6,418百万円、建物及び構築物は3,441百万円、その他157百万円でありま

す。 

なお、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値を使用し、重要性の高い資産グループについ

ては、不動産鑑定評価基準に基づいて計上しております。 

２．希望退職者の募集に伴う特別退職金の計上 

当社は、平成24年２月１日から平成24年２月29日を募集期間として希望退職者の募集を行い、

これに応じた退職者に対する退職特別加算金1,048百万円を計上いたしました。 

また、近畿配送サービス㈱においても希望退職者を募集し、退職特別加算金122百万円を計上

いたしました。 

３．退職給付制度の一部変更に伴う退職給付制度一部終了損失等の計上 

当社の自社年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行したことによるもの及び近畿配送

サービス㈱の希望退職者の募集によるものであります。 

  

当連結会計年度（自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

４．建物等除却損失引当金繰入額 

阿倍野店既存本館の改修等に係る撤去工事費用でありますが、詳細については「（６）連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項 （3）重要な引当金の計上基準 ⑤

建物等除却損失引当金」をご参照ください。 

  

５．投資有価証券評価損 

前連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

時価が著しく下落し、その回復見込みがあると認められない上場株式等に係るものであります。 

  

当連結会計年度（自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日） 

該当事項はありません。  

  

減損損失（注）１ 百万円10,016

希望退職者の募集に伴う特別退職金の計上（注）２ 百万円1,171

退職給付制度の一部変更に伴う退職給付制度一部終了損失等の計上（注）３ 百万円3,124

関係会社整理損失引当金繰入額 百万円117

債務保証損失引当金繰入額 百万円127

コンサルティング費用他 百万円409

場所 用途 種類 減損損失（百万円） 

桃山店（京都市伏見区） 店舗 建物、設備他  727

桔梗が丘店（三重県名張市） 店舗 建物、設備他  408

枚方店（大阪府枚方市） 店舗 土地、建物他  4,632

和歌山近鉄会館（和歌山県和歌山市） 店舗 土地、建物他  3,074

美原工場（堺市美原区） 工場 土地、建物他  988

寝屋川配達所（大阪府寝屋川市） 倉庫 土地、建物他  185

合 計  10,016



前連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数増加 株は、平成23年10月31日付の第三者割当増資の実施に

よるものです。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少

株は、持分法適用会社の持分変動による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少 株

は、単元未満株式の売渡による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

 （連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度 
期首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注）１  275,514,406  128,865,000  －  404,379,406

自己株式     

普通株式（注）２  593,231  18,359  9,654  601,936

128,865,000

18,359

9,654

  
当連結会計年度 
期首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式  404,379,406  －  －  404,379,406

自己株式     

普通株式（注）  601,936  5,741  1,800  605,877

5,741 1,800

 （連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年３月１日 
至 平成25年２月28日） 

現金及び預金勘定 百万円 3,440 百万円 2,914

現金及び現金同等物 百万円 3,440 百万円 2,914



１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

当社グループは百貨店業を中心に事業を展開しており、「百貨店業」、「卸・小売業」、「その他事

業」を報告セグメントとしております。 

「百貨店業」は主として衣料品、食料品などの販売と友の会事業を行っております。「卸・小売業」

は食料品、輸入自動車等の販売を行っております。「その他事業」は内装業、運送業、品質検査業、建

物管理業、労働者派遣業、婦人服の製造・加工販売業等を行っております。 

なお、前連結会計年度において、「卸・小売業」にて書籍等の販売を行っておりました㈱ビッグウィ

ルは平成24年３月29日に所有株式の大部分を売却したため、当連結会計年度期首より連結の範囲から除

外しております。また、「その他事業」にて婦人服の製造・加工販売業等を行っておりました㈱アラン

シアは平成24年７月17日に全所有株式を売却したため、連結の範囲から除外しておりますが、連結決算

上のみなし売却日（平成24年５月31日）までの損益計算書を連結しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部売上高又は振替高は、第三者間取引価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日）         （単位：百万円）

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

２．セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社資産等で

あります。なお、全社資産の金額は 百万円であり、投資有価証券の管理部門に係る資産でありま

す。 

３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４．減価償却費には、長期前払費用に係る償却費を含んでおります。 

  

（セグメント情報等）

（セグメント情報）

    百貨店業 卸・小売業 その他事業 計 
調整額 

（注）１、２ 

連結財務諸表

計上額 

（注）３ 

売上高             

  外部顧客への売上高  269,220  9,721  12,560  291,502  －  291,502

  
セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 159  5,377  9,768  15,304  △15,304  －

  計  269,379  15,098  22,328  306,807  △15,304  291,502

  セグメント利益  2,431  213  312  2,957  228  3,185

  セグメント資産  135,203  4,476  5,230  144,910  △2,536  142,373

その他の項目   

  減価償却費  6,869  171  104  7,145  △134  7,011

  
有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
 1,870  35  81  1,988  △19  1,969

1,338



当連結会計年度（自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日）         （単位：百万円）

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

２．セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社資産等で

あります。なお、全社資産の金額は 百万円であり、投資有価証券の管理部門に係る資産でありま

す。 

３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４．減価償却費には、長期前払費用に係る償却費を含んでおります。 

  

前連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

（注）これらの減損損失は経営構造改革費用に計上しております。その詳細については「（８）連結財務諸表に関

する注記事項（連結損益計算書関係） ２．経営構造改革費用の計上」をご参照ください。 

  

当連結会計年度（自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

    百貨店業 卸・小売業 その他事業 計 
調整額 

（注）１、２ 

連結財務諸表

計上額 

（注）３ 

売上高             

  外部顧客への売上高  249,758  9,491  11,495  270,744  －  270,744

  
セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 165  3,661  8,984  12,811  △12,811  －

  計  249,923  13,152  20,479  283,555  △12,811  270,744

  セグメント利益  2,831  135  288  3,256  241  3,497

  セグメント資産  128,907  3,356  4,926  137,190  △237  136,952

その他の項目   

  減価償却費  6,556  118  114  6,789  △108  6,681

  
有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
 4,606  79  142  4,828  △42  4,785

1,485

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

  百貨店業 卸・小売業 その他事業 計 全社・消去 合計 

減損損失  8,843  1,173  －  10,016  －  10,016



（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、前連結会計年度については１株当たり当期純損失であ

り、潜在株式が存在しないため、また当連結会計年度については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年３月１日 
至 平成25年２月28日） 

１株当たり純資産額 円 60.98 円 68.49

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

（△） 
円 △41.74 円 6.37

  

前連結会計年度 

（自 平成23年３月１日 

至 平成24年２月29日） 

当連結会計年度 

（自 平成24年３月１日 

至 平成25年２月28日） 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
 △13,266  2,570

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
 △13,266  2,570

期中平均株式数（千株）  317,876  403,774

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年２月29日) 

当事業年度 
(平成25年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,421 2,248

受取手形 81 73

売掛金 8,640 7,786

有価証券 － 7

商品 11,878 11,047

貯蔵品 61 45

前払費用 973 922

短期貸付金 2,101 360

未収入金 483 488

繰延税金資産 1,624 2,053

その他 1,045 1,013

貸倒引当金 △160 △16

流動資産合計 29,152 26,031

固定資産   

有形固定資産   

建物 33,431 32,685

減価償却累計額 △12,559 △12,682

建物（純額） 20,871 20,002

建物附属設備 79,157 78,011

減価償却累計額 △52,869 △54,662

建物附属設備（純額） 26,288 23,348

構築物 1,047 1,046

減価償却累計額 △602 △620

構築物（純額） 444 426

車両運搬具 33 28

減価償却累計額 △26 △24

車両運搬具（純額） 6 4

工具、器具及び備品 11,015 10,006

減価償却累計額 △8,857 △8,496

工具、器具及び備品（純額） 2,157 1,509

土地 31,562 31,058

リース資産 127 200

減価償却累計額 △27 △62

リース資産（純額） 100 138

建設仮勘定 1,550 3,432

有形固定資産合計 82,982 79,921

無形固定資産   

借地権 387 387

商標権 1 5

ソフトウエア 734 404

その他 90 729

無形固定資産合計 1,213 1,527



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年２月29日) 

当事業年度 
(平成25年２月28日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 3,363 3,544

関係会社株式 3,394 3,252

破産更生債権等 648 615

従業員に対する長期貸付金 291 220

関係会社長期貸付金 200 100

差入敷金・保証金 10,963 10,165

長期前払費用 307 71

前払年金費用 1,070 1,382

繰延税金資産 2,681 2,599

その他の投資等 438 458

貸倒引当金 △954 △621

投資評価引当金 △810 △810

投資その他の資産合計 21,594 20,978

固定資産合計 105,791 102,426

資産合計 134,943 128,458

負債の部   

流動負債   

買掛金 20,499 18,805

短期借入金 21,865 24,204

リース債務 24 38

未払金 8,570 4,379

未払法人税等 169 103

未払消費税等 607 464

未払費用 567 482

前受金 337 312

商品券 11,700 10,646

預り金 4,135 4,591

従業員預り金 1,967 1,939

関係会社短期預り金 19,100 19,100

商品券等引換損失引当金 2,830 3,085

建物等除却損失引当金 － 1,275

関係会社整理損失引当金 － 140

その他 1 0

流動負債合計 92,376 89,571

固定負債   

長期借入金 11,944 8,395

リース債務 80 105

長期預り保証金 2,506 2,442

建物等除却損失引当金 1,181 －

関係会社整理損失引当金 804 －

資産除去債務 216 220

長期未払金 1,844 1,102

その他 274 318

固定負債合計 18,853 12,585

負債合計 111,230 102,156



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年２月29日) 

当事業年度 
(平成25年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 25,752 15,000

資本剰余金   

資本準備金 12,766 5,000

その他資本剰余金 1,447 4,090

資本剰余金合計 14,213 9,090

利益剰余金   

利益準備金 653 －

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 929 －

繰越利益剰余金 △17,458 2,198

利益剰余金合計 △15,875 2,198

自己株式 △76 △77

株主資本合計 24,013 26,211

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △300 90

評価・換算差額等合計 △300 90

純資産合計 23,713 26,301

負債純資産合計 134,943 128,458



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

売上高 269,338 249,885

売上原価   

商品期首たな卸高 13,063 11,878

当期商品仕入高 206,357 191,000

合計 219,421 202,879

商品期末たな卸高 11,878 11,047

商品売上原価 207,542 191,832

売上総利益 61,796 58,053

販売費及び一般管理費   

宣伝費 5,021 4,629

配送費 814 509

貸倒引当金繰入額 5 6

役員報酬及び従業員給料手当 13,621 12,889

退職給付費用 1,680 1,094

福利厚生費 2,301 2,226

営繕・施設整備費 797 719

水道光熱費 2,496 2,388

集金販売手数料 3,111 2,926

業務委託料 6,502 5,875

賃借料 10,429 10,179

減価償却費 6,688 6,432

その他 5,708 5,162

販売費及び一般管理費合計 59,180 55,040

営業利益 2,615 3,013

営業外収益   

受取利息 17 13

受取配当金 73 80

未請求債務整理益 1,250 1,156

家賃収入 346 346

雑収入 476 320

営業外収益合計 2,164 1,916



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

営業外費用   

支払利息 1,152 806

固定資産除却損 253 267

商品券等引換損失引当金繰入額 1,281 1,234

雑支出 657 584

営業外費用合計 3,343 2,892

経常利益 1,436 2,038

特別利益   

固定資産売却益 － 182

投資有価証券売却益 － 47

関係会社株式売却益 － 12

特別利益合計 － 242

特別損失   

関係会社整理損失引当金繰入額 － 140

建物等除却損失引当金繰入額 1,181 95

立退補償金 － 71

投資有価証券売却損 － 55

固定資産売却損 － 31

経営構造改革費用 14,889 －

投資有価証券評価損 818 －

特別損失合計 16,888 393

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △15,452 1,887

法人税、住民税及び事業税 43 36

法人税等調整額 △1,590 △347

法人税等合計 △1,547 △311

当期純利益又は当期純損失（△） △13,904 2,198



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 13,252 25,752

当期変動額   

新株の発行 12,499 －

減資 － △10,752

当期変動額合計 12,499 △10,752

当期末残高 25,752 15,000

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 266 12,766

当期変動額   

新株の発行 12,499 －

資本準備金の取崩 － △7,766

当期変動額合計 12,499 △7,766

当期末残高 12,766 5,000

その他資本剰余金   

当期首残高 1,447 1,447

当期変動額   

減資 － 10,752

資本準備金の取崩 － 7,766

欠損填補 － △15,875

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 － 2,643

当期末残高 1,447 4,090

資本剰余金合計   

当期首残高 1,713 14,213

当期変動額   

新株の発行 12,499 －

減資 － 10,752

欠損填補 － △15,875

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 12,499 △5,122

当期末残高 14,213 9,090

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 653 653

当期変動額   

利益準備金の取崩 － △653

当期変動額合計 － △653

当期末残高 653 －

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 857 929

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 72 －

固定資産圧縮積立金の取崩 － △929

当期変動額合計 72 △929

当期末残高 929 －



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

繰越利益剰余金   

当期首残高 △3,482 △17,458

当期変動額   

欠損填補 － 15,875

利益準備金の取崩 － 653

当期純利益又は当期純損失（△） △13,904 2,198

固定資産圧縮積立金の積立 △72 －

固定資産圧縮積立金の取崩 － 929

当期変動額合計 △13,976 19,657

当期末残高 △17,458 2,198

利益剰余金合計   

当期首残高 △1,970 △15,875

当期変動額   

欠損填補 － 15,875

当期純利益又は当期純損失（△） △13,904 2,198

当期変動額合計 △13,904 18,073

当期末残高 △15,875 2,198

自己株式   

当期首残高 △73 △76

当期変動額   

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △3 △0

当期末残高 △76 △77

株主資本合計   

当期首残高 12,921 24,013

当期変動額   

新株の発行 24,999 －

当期純利益又は当期純損失（△） △13,904 2,198

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 11,091 2,197

当期末残高 24,013 26,211

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △763 △300

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 463 391

当期変動額合計 463 391

当期末残高 △300 90

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △763 △300

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 463 391

当期変動額合計 463 391

当期末残高 △300 90



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当事業年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

純資産合計   

当期首残高 12,158 23,713

当期変動額   

新株の発行 24,999 －

当期純利益又は当期純損失（△） △13,904 2,198

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 463 391

当期変動額合計 11,555 2,588

当期末残高 23,713 26,301



該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記



(１）役員の異動 

 本日別途開示しております。 

  

(２）その他 

該当事項はありません。   

  

６．その他



  
１．店別売上高                                     （単位：百万円） 

（注）枚方店は、平成24年２月29日をもって閉店いたしました。また、桔梗が丘店は、平成24年２月29日を

もって事業規模を大幅に縮小し、橿原店が管轄する「ショップ桔梗が丘」に変更いたしました。な

お、前事業年度の桔梗が丘店は、橿原店に含めて表示しております。 

  
  

２．商品別売上高                                    （単位：百万円） 

  

  

売上高比較表

  
前事業年度 

（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

当事業年度 

（自 平成24年３月１日 
至 平成25年２月28日） 

  売上高 構成比 売上高 構成比 増減率 

    ％   ％ ％ 

阿 倍 野 店 

（ H o o p 等 を 含 む ) 
 84,793  31.4  82,370  33.0  △2.9

上 本 町 店  26,999  10.0  26,734  10.7  △1.0

東 大 阪 店  3,900  1.4  3,822  1.5  △2.0

奈 良 店  27,899  10.4  27,178  10.9  △2.6

橿 原 店  23,153  8.6  20,046  8.0  △13.4

生 駒 店  10,923  4.1  10,422  4.2  △4.6

和 歌 山 店  24,262  9.0  23,771  9.5  △2.0

桃 山 店  9,004  3.3  8,435  3.4  △6.3

草 津 店  12,350  4.6  12,305  4.9  △0.4

四 日 市 店  23,897  8.9  23,357  9.3  △2.3

名 古 屋 店  12,524  4.7  11,440  4.6  △8.7

枚 方 店  9,627  3.6  －  －  －

合  計  269,338  100.0  249,885  100.0  △7.2

    
前事業年度 

（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

当事業年度 

（自 平成24年３月１日 
至 平成25年２月28日） 

    売上高 構成比 売上高 構成比 増減率 

衣 

料 

品 

    ％   ％ ％ 

紳 士 服 ・ 洋 品  11,457  4.3  10,447  4.2  △8.8

婦 人 服 ・ 洋 品  59,152  22.0  54,450  21.8  △7.9

子 供 服  5,788  2.1  5,278  2.1  △8.8

そ の 他 衣 料 品  9,038  3.3  8,060  3.2  △10.8

計  85,436  31.7  78,236  31.3  △8.4

身 回 品  23,843  8.9  22,612  9.0  △5.2

家 

庭 

用 

品 

家 具  3,460  1.3  3,088  1.2  △10.8

家 庭 電 器  532  0.2  392  0.2  △26.3

その他家庭用品  7,635  2.8  6,712  2.7  △12.1

計  11,627  4.3  10,192  4.1  △12.3

食 料 品  92,189  34.2  86,032  34.4  △6.7

食 堂 喫 茶  9,376  3.5  8,366  3.3  △10.8

雑 

貨 

雑 貨  28,939  10.7  26,713  10.7  △7.7

薬 品 化 粧 品  10,649  4.0  10,194  4.1  △4.3

計  39,589  14.7  36,907  14.8  △6.8

サ ー ビ ス  1,494  0.6  1,353  0.5  △9.4

そ の 他  5,780  2.1  6,183  2.6  7.0

合  計  269,338  100.0  249,885  100.0  △7.2


	余白埋め3: 
	余白埋め4: 
	余白埋め5: 
	余白埋め6: 
	余白埋め7: 
	余白埋め8: 
	余白埋め9: 
	余白埋め10: 
	余白埋め11: 
	余白埋め12: 
	余白埋め13: 
	余白埋め14: 
	余白埋め15: 
	余白埋め16: 
	余白埋め17: 
	余白埋め18: 
	余白埋め19: 
	余白埋め20: 
	余白埋め21: 
	余白埋め22: 
	余白埋め23: 
	余白埋め24: 
	余白埋め25: 
	余白埋め26: 
	余白埋め27: 
	余白埋め28: 
	余白埋め29: 
	余白埋め30: 
	余白埋め31: 
	余白埋め32: 
	余白埋め33: 
	余白埋め34: 
	余白埋め35: 
	余白埋め36: 
	余白埋め37: 
	ヘッダー１3: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１4: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１5: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１6: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１7: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１8: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１9: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１10: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１11: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１12: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１13: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１14: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１15: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１16: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１17: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１18: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１19: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１20: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１21: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１22: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１23: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１24: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１25: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１26: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１27: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１28: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１29: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１30: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１31: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１32: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１33: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１34: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１35: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１36: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	ヘッダー１37: ㈱近鉄百貨店(8244)　平成25年２月期決算短信
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -
	フッター13: - 11 -
	フッター14: - 12 -
	フッター15: - 13 -
	フッター16: - 14 -
	フッター17: - 15 -
	フッター18: - 16 -
	フッター19: - 17 -
	フッター20: - 18 -
	フッター21: - 19 -
	フッター22: - 20 -
	フッター23: - 21 -
	フッター24: - 22 -
	フッター25: - 23 -
	フッター26: - 24 -
	フッター27: - 25 -
	フッター28: - 26 -
	フッター29: - 27 -
	フッター30: - 28 -
	フッター31: - 29 -
	フッター32: - 30 -
	フッター33: - 31 -
	フッター34: - 32 -
	フッター35: - 33 -
	フッター36: - 34 -
	フッター37: - 35 -


